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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
累計期間

第39期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 65,642 67,049 88,178

経常利益 （百万円） 2,321 2,033 3,139

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,325 1,126 1,541

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,293 1,056 1,499

純資産額 （百万円） 11,389 12,220 11,599

総資産額 （百万円） 34,720 35,163 32,057

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 108.94 92.53 126.66

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.8 34.8 36.2

 

回次
第39期

第３四半期連結
会計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 58.59 57.37

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府主導による経済対策や金融政策の効果に支えられ、雇

用や所得環境に改善の動きが見られる一方、消費税増税の影響や円安による生活必需品の原材料価格上昇に伴う

実質所得の目減りなど、消費者の消費意欲が停滞するなか、先行きは不透明な状況で推移いたしました。

 小売業界におきましては、消費税増税の影響や円安による消費の低迷、業種・業態を超えた競争も激化し、依

然として厳しい経営環境が続いております。

　このような事業環境のなかで、当社グループは「経費削減、一人当たり生産性向上、適正在庫」のグループ方

針を徹底し、個店収益力の強化に取り組みました。また、当社グループ一体となって集客イベントを行うなど販

売強化対策を実施しました。

 以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は 67,049百万円（前年同期比 2.1％増）、

営業利益は 1,785百万円（前年同期比 16.2％減）、経常利益は 2,033百万円（前年同期比 12.4％減）、四半期

純利益は 1,126百万円（前年同期比 15.1％減）となりました。

 

　セグメントの概況は、次のとおりであります。

　オートバックス・車関連事業につきましては、オートバックスにおいて、降雪によるタイヤ・ホイールの履き替

え需要で売上の増加があったものの、消費税増税の影響による一般消費者のカー用品・車販売に対する停滞した消

費意欲を改善する迄には至らず、売上が前年を下回りました。出店につきましては、「オートバックス」を千葉県

に２店舗（館山バイパス店、富津店）、岡山県に１店舗(真庭店)、「バイクセブン」を千葉県に１店舗（木更津金

田店）、マレーシアに１店舗（クランセントラル店）オープンしました。これにより売上高は 25,297百万円（前

年同期比 3.9％減）となり、利益面におきましては、主力商品であるナビゲーションおよび車内アクセサリー売上

の低迷により、営業利益は 731百万円（前年同期比 36.6％減）となりました。

　業務スーパー・こだわり食品事業につきましては、コスト削減を図る飲食事業者および一般消費者の最寄品に対

する節約志向の継続により、業務スーパーが堅調に推移しました。出店につきましては、「業務スーパー」を北海

道に３店舗（上野幌店、八軒店、千歳店）、兵庫県に１店舗（三田インター店）、神奈川県に１店舗（羽鳥店）、

埼玉県に１店舗（本庄早稲田店）オープン、千葉県で１店舗（花見川店）をリニューアルオープンしました。こだ

わり食品事業につきましては、取引先の新規開拓および商材の発掘により、好調に推移しました。これにより売上

高は 39,670百万円（前年同期比 7.0％増）となりましたが、営業利益は業務スーパーにおいて、原価率の上昇、

光熱費の増加および新規出店による初期費用の増加等により、 1,089百万円（前年同期比 1.2％減）となりまし

た。

　その他事業につきましては、アグリ事業において増税の影響は見られず、前年売上を保持しました。しかしなが

ら、リユース事業、飲食事業等において増税の影響で売上が低迷し前年を下回りました。これにより、売上高は

2,082百万円（前年同期比 7.2％減）となり、利益面におきましては、海外市場開拓による諸経費が増加したた

め、営業損失は 60百万円(前年同期は営業損失 6百万円)となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 　　　　　　　　　52,000,000

計 　　　　　　　　　52,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,336,400 13,336,400

東京証券取引所

（市場第一部）

 

単元株式数

100株

 

計 13,336,400 13,336,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 13,336 － 1,785 － 2,723

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式 1,165,400 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式12,167,600 121,676 －

単元未満株式 　普通株式    3,400 － －

発行済株式総数        13,336,400 － －

総株主の議決権 － 121,676 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株（議決権26個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱Ｇ－７ホールディングス
神戸市須磨区弥栄台

３－１－６
1,165,400 － 1,165,400 8.73

計 － 1,165,400 － 1,165,400 8.73

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,183 7,629

受取手形及び売掛金 2,084 2,688

商品及び製品 4,492 6,493

その他 1,332 1,160

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 15,089 17,967

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 15,625 16,198

減価償却累計額 △9,002 △9,596

建物及び構築物（純額） 6,623 6,602

機械装置及び運搬具 1,137 1,233

減価償却累計額 △690 △760

機械装置及び運搬具（純額） 447 473

土地 3,979 4,106

建設仮勘定 57 257

その他 2,951 3,187

減価償却累計額 △2,090 △2,321

その他（純額） 861 865

有形固定資産合計 11,969 12,304

無形固定資産   

のれん 197 135

その他 216 237

無形固定資産合計 414 372

投資その他の資産   

投資有価証券 93 124

敷金及び保証金 3,416 3,373

繰延税金資産 766 728

その他 326 311

貸倒引当金 △18 △18

投資その他の資産合計 4,584 4,519

固定資産合計 16,968 17,196

資産合計 32,057 35,163
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,483 8,113

短期借入金 6,500 3,000

未払法人税等 839 102

賞与引当金 596 200

ポイント引当金 200 235

その他 3,024 3,463

流動負債合計 15,645 15,115

固定負債   

長期借入金 2,200 5,050

役員退職慰労引当金 654 693

資産除去債務 677 697

退職給付に係る負債 567 479

その他 712 907

固定負債合計 4,812 7,827

負債合計 20,458 22,943

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,785 1,785

資本剰余金 2,717 2,717

利益剰余金 8,287 8,978

自己株式 △612 △612

株主資本合計 12,178 12,869

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 5

土地再評価差額金 △529 △529

為替換算調整勘定 △59 △125

退職給付に係る調整累計額 4 1

その他の包括利益累計額合計 △578 △648

純資産合計 11,599 12,220

負債純資産合計 32,057 35,163
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 65,642 67,049

売上原価 48,175 49,769

売上総利益 17,467 17,280

販売費及び一般管理費 15,337 15,495

営業利益 2,129 1,785

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 0 0

受取手数料 131 125

協賛金収入 80 39

為替差益 36 141

その他 43 33

営業外収益合計 293 343

営業外費用   

支払利息 36 34

固定資産処分損 44 37

その他 20 23

営業外費用合計 102 95

経常利益 2,321 2,033

税金等調整前四半期純利益 2,321 2,033

法人税等 995 907

少数株主損益調整前四半期純利益 1,325 1,126

四半期純利益 1,325 1,126
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,325 1,126

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2 △1

為替換算調整勘定 △34 △65

退職給付に係る調整額 － △3

その他の包括利益合計 △32 △69

四半期包括利益 1,293 1,056

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,293 1,056

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変

更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。

　この結果、第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が117百万円減少し、利益剰余金が75百万

円増加しております。また、当該変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益への影響額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 1,029百万円 1,030百万円

のれんの償却額 73 62

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月13日

取締役会
普通株式 316 26.0  平成25年３月31日  平成25年６月12日 利益剰余金

平成25年11月５日

取締役会
普通株式 146 12.0  平成25年９月30日  平成25年12月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 328 27.0  平成26年３月31日  平成26年６月12日 利益剰余金

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 182 15.0  平成26年９月30日  平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 

オートバックス

・車関連事業

業務スーパー・

こだわり食品

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
26,332 37,066 63,398 2,243 65,642 － 65,642

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

5 11 16 4 21 △21 －

計 26,337 37,078 63,415 2,248 65,664 △21 65,642

セグメント利益

又は損失（△）
1,152 1,103 2,255 △6 2,248 △118 2,129

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リユース事業、アグリ

事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

　　　2.セグメント利益又は損失の調整額 △118百万円には、セグメント間取引消去等による 652百万

円、各報告セグメントに配分していない全社費用 △770百万円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない総務・財務部門等の管理部門等に係る費用であります。

　　　3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

記載すべき事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 

オートバックス

・車関連事業

業務スーパー・

こだわり食品

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
25,297 39,670 64,967 2,082 67,049 － 67,049

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

5 14 19 3 23 △23 －

計 25,302 39,684 64,987 2,086 67,073 △23 67,049

セグメント利益

又は損失（△）
731 1,089 1,820 △60 1,759 25 1,785

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リユース事業、アグリ

事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

　　　2.セグメント利益又は損失の調整額 25百万円には、セグメント間取引消去等による 688百万円、各

報告セグメントに配分していない全社費用 △662百万円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない総務・財務部門等の管理部門等に係る費用であります。

　　　3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

記載すべき事項はありません。
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（企業結合等関係）

　記載すべき事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 108円94銭 92円53銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,325 1,126

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,325 1,126

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,170 12,170

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 平成26年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）配当金の総額……………………………………182百万円

 （ロ）１株当たりの金額……………………………… 15円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成26年12月５日

　 （注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｇ－７ホールディングス(E03267)

四半期報告書

15/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月10日

株式会社Ｇ－７ホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　基博　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒川　智哉　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｇ－７

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10

月１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｇ－７ホールディングス及び連結子会社の平成26年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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